
様式第２号(第７条関係) 

会議の開催結果 

１ 会議の名称 令和元年度第２回さいたま市ＣＳＲ推進会議 

２ 会議の開催日時 
令和元年度１０月１１日（金） 

午前１０時～午前１２時 

３ 会議の開催場所 

新都心ビジネス交流プラザ 

（さいたま市中央区上落合２－３－２ 

４階Ｂ会議室） 

４ 出席者名 

井上昌美、黒金英明、篠田勝利、関根広美、永

澤映、西田陽光、本澤明、水出祐子、水谷治、

水野有希、梁井裕子 

５ 欠席者名 新井康裕 

６ 議題及び公開又は非公開

の別 

【議題】 

（１）「令和元年度さいたま市ＣＳＲチャレン

ジ企業」認証審査について 

（２）今後の施策展開について 

【公開又は非公開】 

議題（１）は非公開、議題（２）は公開 

７ 非公開の理由 

議題（１）…申請企業の財務状況等、公にする

ことで当該法人の正当な利益を不当に害する

おそれがある情報が含まれるため。 

８ 傍聴者の数 ０名 

９ 審議した内容 

（１）「令和元年度さいたま市ＣＳＲチャレン

ジ企業」認証審査について 

（２）今後の施策展開について 

10 問合せ先 
経済局 商工観光部 経済政策課 

０４８－８２９－１３６２ 

11 その他  



令和元年度 第２回 
さいたま市ＣＳＲ推進会議 次第 

日時 令和元年１０月１１日（金）１０時 
場所 新都心ビジネス交流プラザ４階会議室 

１ 開  会 

２ 議  事 

（１）「令和元年度さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業」 

 認証審査について 

（２）今後の施策展開について 

３ その他報告事項 

４ 閉  会 

＜配付資料＞ 

・次第 
・委員名簿 
・座席表 
・事前送付資料 追加資料（１社分） 
・さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業認証制度 今後の施策展開について 
・ＢＩＺＳＡＩＴＡＭＡ さいたま市産業交流展２０１９ チラシ 

＜事前送付資料＞

・資料１－１ 「令和元年度さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業」認証調査総括表 
・資料１－２ 「令和元年度さいたま市ＣＳＲチャレンジ企業」認証調査報告書 
・資料１－３  応募資格確認一覧表



さいたま市ＣＳＲ推進会議委員名簿

（令和元年１０月１日現在）

委嘱期間：平成３０年５月１日から令和２年４月３０日まで
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やす
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ひろ

株式会社武蔵野銀行地域サポート部長

井上
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 昌
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美
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城西大学情報科学研究センター客員研究員

黒金
くろがね

 英明
ひであき

   さいたま商工会議所事務局長

篠田
しのだ

 勝利
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株式会社埼玉りそな銀行さいたま営業第二部長

関根
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 広美
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   一般社団法人コミュニティーサポートセンター 

さいたま 代表理事
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 映
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特定非営利活動法人コミュニティビジネスサポ

ートセンター代表理事

西田
にしだ

 陽光
ようこう

一般社団法人次世代社会研究機構代表理事

本澤
ほんざわ

 明
あきら

公益財団法人さいたま市産業創造財団常務理事

水出
みずいで

 祐子
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水出社会保険労務士事務所長
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   日本女子体育大学運動科学部准教授
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ひろこ

   一般財団法人ＣＳＯネットワーク

サステナビリティコミュニケーター

 （五十音順・敬称略）



令和元年度第２回　さいたま市ＣＳＲ推進会議

座席表

日時：令和元年１０月１１日（金）１０時００分

場所：新都心ビジネス交流プラザ４階会議室

出入口

傍　聴　席　（１０席）

西田委員
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さいたま市ＣＳＲチャレンジ
企業認証制度

今後の施策展開について

令和元年１０月１１日（金）
経済局商工観光部経済政策課



１ 現状

ＣＳＲ経営推進マニュアル ＣＳＲはＳＤＧｓの方法論 
－既存のＣＳＲの要素に、ＳＤＧｓとの関連性を持たせた
マニュアルをリリース（令和元年６月１日）

ＳＤＧｓ未来都市への選定
－本市の取組が国より選定を受ける（令和元年７月１日）
－さいたま市ＳＤＧｓ未来都市計画の策定（令和元年９月９日）
 ＣＳＲ事業が市内企業等へのＳＤＧｓ普及展開の最前線に位置づけ

内閣府による「地方創生ＳＤＧｓ」登録・認証制度創設の動き
－関東経済産業局×長野県による自治体ＳＤＧｓモデル事業



２ ＣＳＲ事業の課題

①さいたま市総合振興計画及びさいたま市産業振興ビジョンとの連動性
・計画期間の終期が共に令和３年３月３１日まで（ 令和２年度）
・ＳＤＧｓの要素が事業評価や施策の方向性といった、行政の基本計画
に盛り込まれる 潮流にある
→ 次期計画期間（令和３年度 令和１２年度）における、
ＣＳＲ事業の中長期的視野にたった事業方針の策定



２ ＣＳＲ事業の課題

②ＣＳＲ事業のＳＤＧｓ対応
・経済界のトレンドとしては △ＣＳＲ 〇ＳＤＧｓ
・内閣府による「地方創生ＳＤＧｓ」登録・認証制度の動向
→ ２０２０年度から実施を目指し、今後指針が示される予定

制度展開の方向性をどのように設定するか
〇 ＳＤＧｓとの関連性・位置づけ
〇 認証企業に対する支援内容の再構成



２ ＣＳＲ事業の課題

③ＣＳＲ事業の「見える化」
・ＣＳＲ事業を外から図る指標が「新規認証企業数」のみ
→ H29-10社、H30-11社、R1-20社（予定）

※さいたま市総合振興計画の目標未達成の状況が続く
→ 認証後の継続支援・企業の取組を評価する数値・資料・事例が不足

外部へ事業の成果・魅力が発信できていない
〇 ＣＳＲ認証を受けた結果・成果の収集が必須



課題を踏まえた、今後のＣＳＲ事業の在り方
Ⅰ 内閣府の「地方創生ＳＤＧｓ」認証・登録制度の展望を踏まえた
制度対応
・国の動向を注視し、制度の方向性の検討を進める

Ⅱ 企業のＣＳＲ（ＳＤＧｓ）活動事例集の作成
・事業成果を定性的に図るものとして作成
・企業の先進的なＣＳＲ（ＳＤＧｓ）の取組を「市が広報」するもの
・無料の広報ツールとして、認証企業にも活用してもらうことも想定

３ 今後の方向性について



３ 今後の方向性について（ツール類）

Ａ．ＣＳＲ(ＳＤＧｓ)活動事例集（資料版）【情報発信】
現状 ＰＲ冊子・資料なし
案  企業の情報発信（毎年発行、４か年で全社を掲載）

認証企業も使える無料広報誌としても活用

Ｂ．チェックリスト＆マニュアル（全体版）【詳細説明】
現状 チェックリスト、マニュアルを別々に作成
案  ＳＤＧｓに対応した内容へ改定しつつ、１冊完結のツールへ

Ｃ．ガイダンス（概要版）【興味喚起】
現状 制度の簡易説明・紹介
案  チェックリスト表・企業特集を組み合わせる。

＋

＋



３ 今後の方向性について
R1.10 R2.1 R2.4 R2.7 R2.10 R3.1 R3.4 R3.7 R3.10 R4.1 R4.4

新
制
度
へ
の
移
行

ＳＤＧｓの内容を含んだツールの作成
（改定・再構築）

内閣府の動向を受けて、
制度の方向性を審議・決定

承認議題提案
意見収集

推進
会議

事例集

ツール

委員
改選

調査
研究

内閣府「地方創生ＳＤＧｓ」
認証制度の動向確認
→ 意見収集
→ 先行事例の研究
→ 方向性の検討

総合
振興
計画

事例集
の発行

策定準備業務 策定・運用開始

ＳＤＧｓ事業関連部局
との勉強会・事業協力

認証企業に対する
マニュアル解説・周知

新 さいたま市総合振興計画
新 産業振興ビジョン

新 さいたま市総合振興計画
新 産業振興ビジョン

コミュニティ開催
ヒアリング／現地調査 事例集作成

事例
集の
発行

コミュニティ開催
ヒアリング
現地調査 事例集作成


